
 

後期高齢者医療 

１．後期高齢者医療制度 

老人保健法が高齢者の医療の確保に関する法律に改正されたことに伴い，平成 20年 4 月か

ら老人保健制度が廃止され，75 歳以上の人全てが加入する後期高齢者医療制度が創設されま

した。各都道府県に設けられた後期高齢者医療広域連合が保険者となって医療給付を行い，

市町村は保険料の徴収，被保険者証の交付など窓口業務を行っています。 

 

２．被保険者となる方 

（１）７５歳以上の方（７５歳の誕生日から） 

（２）６５歳以上７５歳未満で一定の障害があると認定された方（認定を受けた日から） 

（申請が必要です。障害認定基準は，下記のとおりとなります。） 

 

 

 

 

 

 

３．被保険者の状況 

区分 ＼ 年度 R1 R2 R3 R4 R5 

男 性 
9,284 人 

（356 人） 

9,349 人 

（361 人） 

9,550 人 

（331 人） 

9,824 人 

（312 人） 

10,054 人 

（280 人） 

女 性 
11,900 人 

（274 人） 

12,085 人 

（275 人） 

12,465 人 

（259 人） 

13,077 人 

（250 人） 

13,474 人 

（237 人） 

合 計 
21,184 人 

（630 人） 

21,434 人 

（636 人） 

22,015 人 

（590 人） 

22,901 人 

（562 人） 

23,528 人 

（517 人） 

  （ ）内の数値は障害者であり内数。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・障害年金１級または２級の受給者 

・身体障害者手帳１級～３級の該当者 

・身体障害者手帳４級の音声または言語機能障害，下肢障害の１号，３号または４号

該当者 

・精神障害者保健福祉手帳１級，２級該当者 

・療育手帳 A またはⒶ該当者                  など 



 

４．保険料の決まり方 

 ○保険料は，被保険者全員が個人ごとに保険料を納付します。全員が等しく負担する「均

等割額」と所得に応じて負担する「所得割額」を合計して計算されます。保険料を計算す

るための保険料率は，後期高齢者医療広域連合が 2年ごとに見直しを行っています。 

 （茨城県内は均一の保険料率となります。） 

 

・令和６・７年度の保険料率 

区分 均等割額 所得割率 

令
和
６
年
度 

賦課のもととなる 

金額※が５８万円以下の方 

 

４７，５００円 

９．００％ 

賦課のもととなる 

金額※が５８万円超の方 
９．６６％ 

※賦課のもととなる金額＝総所得金額等－基礎控除額 

令和７年度 ４７，５００円 ９．６６％ 

保険料額の賦課限度額は，令和６年度は７３万円（令和６年度に新たに７５歳に 

到達する方は８０万円），令和７年度は８０万円です。 

 

〔参考〕 

区分 均等割額 所得割率 

令和４・５年度 ４６，０００円 ８．５０％ 

保険料額の賦課限度額は，６６万円です。 

 

 

・保険料＝均等割額＋所得割額（賦課のもととなる金額×所得割率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５．保険給付 

（１）保険給付等の内容 

〇高額療養費…同じ月内に支払った医療費の自己負担額が高額になった場合は，申請によ

り自己負担限度額を超えた分が支給されます。 

 

自己負担限度額（月額） 

区  分 
外  来 

（個人単位） 

外来＋入院 

（世帯単位） 

現
役
並
み
所
得
者 

Ⅲ 課税所得 

６９０万円以上 

２５２，６００円＋(医療費－８４２，０００円)×１％ 

（４回目以降の限度額は１４０，１００円） 

Ⅱ 課税所得 

３８０万円以上 

１６７，４００円＋(医療費－５５８，０００円)×１％ 

（４回目以降の限度額は９３，０００円） 

Ⅰ 課税所得 

１４５万円以上 

８０，１００円＋(医療費－２６７，０００円)×１％ 

（４回目以降の限度額は４４，４００円） 

一  般Ⅱ 

１８，０００円または 

（６，０００円＋（医療費－

３０,０００円）×１０％）

の低い方を適用 

（年間上限１４４，０００円） 

５７，６００円 

（４回目以降は４４，４００円） 

一  般Ⅰ 
１８，０００円 

（年間上限１４４，０００円） 

低所得者Ⅱ ＊１ 
８，０００円 

２４，６００円 

低所得者Ⅰ ＊２ １５，０００円 

＊１ 世帯の全員が住民税非課税（低所得者Ⅰ以外）の被保険者 

＊２ 世帯の全員が住民税非課税で，その世帯全員の一人ひとりの所得（公的年金収入があ

る場合は，公的年金収入金額から８０万円を控除した額，給与所得がある場合は，給与

所得の金額から１０万円を控除した額）が０円となる被保険者 

※ 月の途中で７５歳になり，後期高齢者医療制度に加入した方は，誕生月の自己負担限

度額が通常の２分の１になります。 

※ 特定疾病の方の自己負担限度額は１つの医療機関等につき１０，０００円です。 

 

【自己負担割合が２割となる被保険者への配慮措置】 

令和４年１０月１日から，一定以上の所得のある被保険者及びその被保険者と同一世帯に

いる被保険者は，現役並み所得者を除き自己負担割合が２割となりました。 

これに伴い，２割負担となる被保険者については，令和４年１０月１日から令和７年９月

３０日までの３年間は，負担割合の引き上げに伴う１か月の外来の医療費の負担増加額を 

３，０００円までに抑える「配慮措置」が適用となります。（入院の医療費は対象外） 

なお，配慮措置による払い戻しがある場合は，高額療養費として支給されます。 

 

 

〇葬祭費…被保険者が亡くなったとき，葬祭を行った方に支給されます。 

     １人   ５０，０００円 

 



 

（２）自己負担割合 

所得区分 割合 

【現役並み所得者】 

住民税課税所得（扶養控除の見直しに伴う調整控除後の金額）が１４５万円以上の被

保険者及びその被保険者と同一世帯にいる被保険者 

ただし，次のＡまたはＢに該当する方は，負担割合が２割もしくは１割となります。 

３割 

 Ａ．現役並み所得者のうち，昭和２０年１月２日以降生まれの被保険者がいる世

帯で，被保険者全員の旧ただし書き所得の合計額が２１０万円以下の被保険者 
 

  【一般Ⅱ】 

①被保険者が世帯に１人の場合 

・年金収入＋その他の合計所得金額が２００万円以上 

②被保険者が世帯に２人以上の場合 

・年金収入＋その他の合計所得金額の合計が３２０万円以上 

２割 

【一般Ⅰ】 

③被保険者が世帯に１人の場合 

・年金収入＋その他の合計所得金額が２００万円未満 

④被保険者が世帯に２人以上の場合 

・年金収入＋その他の合計所得金額の合計が３２０万円未満 

１割 

 Ｂ．現役並み所得者のうち，基準収入額が適用される被保険者 

※市で収入の額を把握できない場合は，基準収入額適用申請が必要です。 

 

   【一般Ⅱ】 

⑤被保険者が世帯に１人の場合 

・総収入の額が３８３万円未満であり，年金収入＋その他の合計所得金額

が２００万円以上 

⑥被保険者が世帯に２人以上の場合 

・総収入の合計額が５２０万円未満であり，年金収入＋その他の合計所得

金額の合計が３２０万円以上 

⑦被保険者が世帯に１人で，同一世帯に７０歳以上７５歳未満の世帯員がい

る場合 

・総収入の合計額が５２０万円未満であり，被保険者の年金収入＋その他

の合計所得金額が２００万円以上 

２割 

【一般Ⅰ】 

⑧被保険者が世帯に１人の場合 

・総収入の額が３８３万円未満であり，年金収入＋その他の合計所得金額

が２００万円未満 

⑨被保険者が世帯に２人以上の場合 

・総収入の合計額が５２０万円未満であり，年金収入＋その他の合計所得

金額の合計が３２０万円未満 

⑩被保険者が世帯に１人で，同一世帯に７０歳以上７５歳未満の世帯員がい

る場合 

・総収入の合計額が５２０万円未満であり，被保険者の年金収入＋その他

の合計所得金額が２００万円未満 

１割 



 

【一般Ⅱ】 

現役並み所得者を除く，一定以上の所得のある被保険者及びその被保険者と同一世

帯にいる被保険者 

① 被保険者が世帯に１人の場合 

・住民税課税所得が２８万円以上であり，年金収入＋その他の合計所得金額が 

２００万円以上 

②被保険者が世帯に２人以上の場合 

・住民税課税所得が２８万円以上であり，年金収入＋その他の合計所得金額の合計

が３２０万円以上 

２割 

【一般Ⅰ】 

 現役並み所得者，一般Ⅱ，低所得者Ⅱ，低所得者Ⅰ以外の被保険者 

１割 

【低所得者Ⅱ】 

 世帯の全員が住民税非課税（低所得者Ⅰ以外）の被保険者 

【低所得者Ⅰ】 

 世帯の全員が住民税非課税で，その世帯全員の一人ひとりの所得（公的年金収入があ

る場合は，公的年金収入金額から８０万円を控除した額，給与所得がある場合は，給与

所得の金額から１０万円を控除した額）が０円となる被保険者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６．東日本大震災の被災者に対する保険料減免等の状況 

（１）保険料の減免の概要及び実績 

東日本大震災により被災した被保険者に係る平成２３年度及び平成２４年９月までの後期

高齢者医療保険料を減免しました。また，福島第一原子力発電所事故に伴い国より避難また

は退避の指定を受けた地域に平成２３年３月１１日時点で居住していた方で，ひたちなか市

に住所を有する被保険者に係る平成２３年度から令和５年度までの各年度の後期高齢者医療

保険料（全額又は４月～９月分）を免除しました。 

 

平成２３年度：346 名（内訳：全壊 39 名，半壊・大規模半壊 305 名，原発被災被保険者 2名） 

平成２４年度：339 名（内訳：全壊 35 名，半壊・大規模半壊 302 名，原発被災被保険者 2 名） 

平成２５年度：2名（内訳：原発被災被保険者 2名） 

平成２６年度：3名（内訳：原発被災被保険者 3名） 

平成２７年度：1名（内訳：原発被災被保険者 1名） 

平成２８年度：1名（内訳：原発被災被保険者 1名） 

平成２９年度：2名（内訳：原発被災被保険者 2名） 

平成３０年度：1名（内訳：原発被災被保険者 1名） 

令和 元年度：2名（内訳：原発被災被保険者 2名） 

令和 ２年度：2名（内訳：原発被災被保険者 2名） 

令和 ３年度：3名（内訳：原発被災被保険者 3名） 

令和 ４年度：5名（内訳：原発被災被保険者 5名） 

令和 ５年度：6名（内訳：原発被災被保険者 6名） 

 

 

（２）医療費の一部負担金免除の概要及び実績 

東日本大震災により被災した被保険者に係る平成２３年３月１１日から平成２４年９月ま

での医療費の一部負担金を免除しました。また，福島第一原子力発電所事故に伴い国より避

難または退避の指定を受けた地域に平成２３年３月１１日時点で居住していた方で，ひたち

なか市に住所を有する被保険者に係る平成２３年度から令和５年度までの各年度の医療費の

一部負担金を免除しました。 

 

平成２３年度：346 名（内訳：全半壊 344 名，原発被災被保険者 2名） 

平成２４年度：339 名（内訳：全半壊 337 名，原発被災被保険者 2名） 

平成２５年度：2名（内訳：原発被災被保険者 2名） 

平成２６年度：3名（内訳：原発被災被保険者 3名） 

平成２７年度：1名（内訳：原発被災被保険者 1名） 

平成２８年度：1名（内訳：原発被災被保険者 1名） 

平成２９年度：2名（内訳：原発被災被保険者 2名） 

平成３０年度：1名（内訳：原発被災被保険者 1名） 

令和 元年度：2名（内訳：原発被災被保険者 2名） 

令和 ２年度：2名（内訳：原発被災被保険者 2名） 

令和 ３年度：3名（内訳：原発被災被保険者 3名） 

令和 ４年度：5名（内訳：原発被災被保険者 5名） 

令和 ５年度：6名（内訳：原発被災被保険者 6名） 

 


